
　上記の重要事項の全ての項目および制度の内容を確認しました。
　また、反社会的勢力の排除に関する取扱いに同意するとともに、現在および将来にわたり反社会的勢力に
該当しないこと、暴力的な要求行為等を行わないことを表明・確約します。

（申込者→委託団体・代理店→機構）

中小企業倒産防止共済　重要事項確認書
　本重要事項確認書では、中小企業倒産防止共済契約の加入申込みにあたり、大切なことがらについて確認、同意をしていただく
とともに、反社会的勢力の排除に関して同意をしていただきます。必ず内容を確認し、不明点がある場合は委託団体・代理店の担
当者に確認してください。申込者は申込者記入欄の□をチェック（レ印）し署名してください。

１ 重要事項の確認

・ 制度への加入資格や、共済金の額、共済契約者が遵守すべき事項などは、中小企業倒産防止共済法その他関係法令、および
　制度の運営主体である独立行政法人中小企業基盤整備機構が定めた契約約款によります。
・ 中小企業倒産防止共済は、取引先事業者が倒産して売掛金債権等が回収困難になった場合に、「納付された掛金の 10 倍（限
　 度額 8,000 万円）」と「回収困難となった売掛金債権等の額」とのいずれか少ない額の範囲内において、共済金の貸付を受け
　 ることができる制度であり、現在売掛金債権等を有しているか、もしくは将来売掛金債権等を有する可能性があるかどうかを確
　 認いただいた上で加入する制度です。
・ 加入においては一定の審査があり、別途書類の提供を依頼する場合があります。
・ 加入申込みで提出いただいた申込書および書類は審査結果に関わらず返却しません。

＜掛金の納付について＞
・ 毎月の掛金の納付方法は口座振替で原則、加入申込月の２か月後から開始（加入申込月分、翌月分および翌々月分の３か月分
　 の引き落とし）します。加入申込みの審査状況によっては、契約締結の処理が遅れ初回の預金口座振替が３または４か月後に
　 なる場合があります。
・ 掛金を前納した場合は、充当する月が到来してはじめて掛金として取扱いされます。したがって、充当する月が到来していない
　 前納掛金は、共済金の貸付額や解約手当金額等の算定対象には含まれません。
・ 納付した掛金は、税法上「損金」（法人の場合）、または「必要経費」（個人事業の場合）に算入できますが、個人事業の場
　 合、事業所得以外の収入（不動産所得等）は必要経費としての算入が認められていません。
・ 掛金を12 か月分以上滞納した場合、共済契約が解除されます。

＜共済金の貸付けについて＞
・ 共済金貸付には一定の審査があります。
・ 共済金貸付は無担保、無保証、無利子で受けることができます。
・ 共済金貸付けを受けると貸付金の 10 分の１に相当する額が、納付した掛金から控除されます。
・ 共済金貸付けは加入後６か月が経過し、掛金納付月数が６か月以上あり、取引先事業者の倒産日から６か月以内の場合に請求
　 できます。
・ 一般消費者に対する債権は共済金貸付けの対象となりません。また、商品または役務の取引に該当しない貸付金債権や、融通
　 手形に基づく債権、不動産の賃貸借に基づく債権などは、回収が困難となっても「回収困難となった売掛金債権等の額」には含
　 まれません。
・ 共済金貸付けを受けるときに一時貸付金がある場合は、共済金の額から一時貸付金の残高が控除されます。

＜共済契約の解約について＞
・ 掛金納付月数が 12 か月未満の場合は解約手当金の支払い対象となりません。
・ 共済契約者の死亡、解散、分割または事業全部の譲り渡しの場合は、その時点で共済契約は解約となります。ただし、所定
　 の手続きにより共済契約を引き継ぐことができます。
・ 掛金納付月数が 40 か月未満で解約となった場合、原則、解約手当金の額が掛金納付額を下回ります。なお、掛金を前納した
　 場合は充当する月が到来した時点で掛金納付月数に算入されます。
・ 共済金、一時貸付金の貸付けを受けている場合は、償還期日前であっても解約手当金から差し引いて支払います。
・ 偽りその他不正の行為により共済金の貸付け、一時貸付金の貸付け、早期償還手当金の支給、解約手当金の支給を受けた（ま
　 たは受けようとした）場合は、共済契約が解除されます。この場合、解約手当金は支払われません。
・ 解約手当金は、税法上「益金」（法人の場合）、または「事業所得の雑収入」（個人事業の場合）に算入されます。

・ 反社会的勢力対応規程（契約申込書本人控裏面に記載）第２条に掲げる反社会的勢力（暴力団等）に該当することが判明した
　 場合、ならびに反社会的勢力に該当しないことおよび自らまたは第三者を利用し同規程第６条第１項各号に掲げる暴力的な要
　 求行為等を行わないことを表明・確約いただけない場合は、加入申込みをお断りします。
・ 加入後に反社会的勢力であることが判明した場合、または暴力的要求行為等をした場合は、共済契約が無催告で解除されるこ
　 とがあります。この場合、納付した掛金は返還しません。（解約手当金は支払われません。）

２ 反社会的勢力の排除に関する取扱いについて

（申込者が署名してください。）

確認年月日
（令和）

年　　月　　日

事業所の名称

代表者氏名または
個人事業主氏名

共済 契 約 者 番 号
（機 構 使 用 欄）

＜中小企業倒産防止共済（経営セーフティ共済）について＞

兼　反社会的勢力の排除に関する同意書

事業所の所在地

企業をいう。）
行法不的力暴てめ求を益利な正不に象対を業企他のそ屋会総（等屋会総　 五　

為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）
ぼ標は又、し装仮を動活治政はくし若動運会社（ロゴうぼ標等動運会社　 六　

うして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民
生活の安全に脅威を与える者をいう。）

は又、い用を力威のそ、に景背を係関のと団力暴（等団集力暴能知殊特　 七　
暴力団と資金的な繋がりを有し、構造的な不正の中核となっている集団又
は個人をいう。）

　八　前各号に掲げる者と次のいずれかに該当する関係にある者
め認とるいてし配支を営経の社自は又業事の己自が者るげ掲に号各前　 イ　　

られること
いてし与関に的質実に営経の社自は又業事の己自が者るげ掲に号各前　 ロ　　

ると認められること
害損に者三第は又的目る図を益利の正不の者三第はくし若社自、己自　 ハ　　

を加える目的をもって前各号に掲げる者を利用したと認められること
与関のどなるす与供を宜便は又、し供提を等金資に者るげ掲に号各前　 ニ　　

をしていると認められること
、が者るいてし与関に的質実に営経は又員役と者るげ掲に号各前他のそ　 ホ　　

社会的に非難されるべき関係にあると認められること
条３ 第 、 条４ 第 　（略）

（事前確認等）
条５ 第 　部等の長又は地域本部長は、機構を当事者とする次の各号に掲げる契

約（以下「工事契約及び共済金貸付契約」という。）の相手方の決定に当たっ
ては、前条第１項のデータベースの参照、公にされた情報の検索等により、
当該工事契約及び共済金貸付契約の相手方が国及び地方公共団体並びに国又
は地方公共団体の監督を受ける機関である場合を除き、相手方が反社会的勢
力ではないことを事前に確認しなければならない。この場合において、部等
の長又は地域本部長は、必要に応じて警察若しくは暴力追放運動推進センター
への照会も併せて行うものとする。

そ（約契る係に事工の他のそ事工気電、事工械機、事工築建（約契事工　 一　
の下請契約、再委託契約等を含む。）をいう。）

約契付貸金済共の業事済共止防産倒業企小中　 二　
手相の約契付貸金済共び及約契事工りよに認確るよに定規の項前、は構機　 ２

方が反社会的勢力であることが判明した場合は、契約の相手方として決定す
ることができない。

び並体団共公方地び及国が方手相の約契付貸金済共び及約契事工、は構機　 ３
に国又は地方公共団体の監督を受ける機関である場合を除き、締結しようと
する工事契約及び共済金貸付契約に反社会的勢力を排除する条項（相手方に、
現在及び将来において反社会的勢力に該当しないことを表明及び確約させ、
相手方が反社会的勢力であることが判明した場合に、無催告で契約を解除す
る条項をいう。以下同じ。）を定めるものとする。

るけ受を督監の体団共公方地は又国、ずらわかかに定規の項前は又項１第　 ４
機関が契約の相手方である場合において、相手方が反社会的勢力ではないこ
とを事前に確認し、契約に反社会的勢力を排除する条項を定めることを妨げ
ない。
（契約の解除）

条６ 第 　機構は、工事契約及び共済金貸付契約の締結後にその相手方が反社会
的勢力であることが判明した場合又は自ら若しくは第三者を利用して次の各
号のいずれかに該当する行為をした場合には、無催告で当該工事契約及び共
済金貸付契約を解除することができる。この場合において、部等の長又は地
域本部長は、あらかじめ警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等の外部
専門機関（以下単に「外部専門機関」という。）と十分に協議し、適切に対応
するものとする。
　一　暴力的な要求行為
　二　法的な責任を超えた不当な要求行為
　三　取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為

又、し損棄を用信の構機てい用を力威は又、い用を計偽、し布流を説風　 四　
は機構の業務を妨害する行為

　五　その他前各号に準ずる行為
契付貸金済共び及約契事工るよに定規の項前、は長部本域地は又長の等部　 ２

約の解除の際は、あらかじめ関係する役員及び総務部コンプライアンス統括
室に報告する。
（前二条に準じた対応）

条７ 第 　機構は、機構を当事者とする契約等について、その性質又は目的を勘
案した上で前二条に準じた取扱いを定め、対応をするものとする。

条０１第～条８ 第 　（略）
（その他）

条１１ 第 　前各条に定めるもののほか、反社会的勢力への対応の実施に必要な
事項は、別に定める。
　附　則　（略）

中小企業倒産防止共済制度反社会的勢力対応要領（抜粋）
（目的）

条１ 第 　この要領は、独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下「機構」とい
う。）が行う中小企業倒産防止共済事業（以下「倒産防止共済事業」という。）
において、独立行政法人中小企業基盤整備機構反社会的勢力対応規程（規程
２２第３７号、以下「対応規程」という。）第７条及び第１１条の規定に基づ
き、中小企業倒産防止共済契約（以下「共済契約」という。）に係る適用及び
共済契約、共済金貸付契約（中小企業倒産防止共済制度共済金貸付規程（規
程１６第２４号、以下「貸付規程」という。）第２３条の規定により締結する
再契約を含む。以下同じ。）並びに一時貸付金貸付契約に係る反社会的勢力へ
の対応の実施に必要な事項を定めることを目的とする。
（定義）

条２ 第 　この要領で用いる用語は、対応規程に定めるところによるほか、この
要領の定めるところによる。
条３ 第 　（略）

（反社会勢力排除条項）
条４ 第 　対応規程第５条第３項の規定に基づき、機構は、共済金の貸付請求者

（以下「貸付請求者」という。）に対して貸付請求の際に書面による「反社会
的勢力を排除する条項」への同意（以下「貸付請求時の同意」という。）を求
めるものとし、同意が得られない場合は機構は共済金貸付契約を締結しない。
（事前確認の実施）

条５ 第 　対応規程第５条第１項に定める共済金貸付契約の相手方が反社会的勢
力ではないことの事前の確認（以下「事前確認」という。）において、相手方
が反社会的勢力データベースに登録されている情報等に該当した場合は、部
等の長は警察又は暴力追放運動推進センターへの照会を行う。
（共済金貸付契約の拒絶等）

条６ 第 　貸付請求者が反社会的勢力であることが判明した場合は、担当課長等
は速やかに担当部長等に報告し、担当部長等名で当該貸付請求者に貸付請求
を拒絶する旨文書をもって通知する。
（共済金貸付契約の解除等）

条７ 第 　共済金貸付契約の締結後にその相手方（保証人等を含む。以下同じ。）
が反社会的勢力であることが判明した場合は、担当課長等は速やかに担当部
長等に報告し、担当部長等は当該共済金貸付契約の解除の是非につき外部専
門機関及び総務部コンプライアンス統括室等で構成する「中小企業倒産防止
共済制度・契約解除判定会議（以下「判定会議」という。）」に審議を付議する。

機、は合場たれさ定判とのもるす除解を約契付貸金済共りよに議審の項前　 ２
構は当該共済金貸付契約を解除するとともに、当該共済金貸付契約を解除す
る相手方に対するすべての貸付金の残額（利子及び違約金を含む。）について、
直ちに全額の弁済を請求する。

当手還償期早は構機、は合場たし除解を約契付貸金済共りよに定規の項前　 ３
金を支給しない。

対てし用利を者三第は又ら自が方手相の約契付貸金済共、は定規の項３前　 ４
応規程第６条第１項各号に規定する暴力的な要求等の行為をした場合に準用
する。
（共済契約への適用）

条８ 第 　対応規程第５条及び第６条の規定について、共済契約への適用は、次
の各号に定めるところによる。

共「下以。む含を者出申の継承の約契済共（者込申の約契済共、は構機　 一　
済契約申込者」という。）に対して共済契約の申込みの際に書面による「反
社会的勢力を排除する条項」への同意（以下「共済契約申込時の同意」と
いう。）を求めるものとし、同意が得られない場合は共済契約を締結しない。

有保が構機び及報情の等スーベターデ力勢的会社反めじからあ、は構機　 二　
する情報等を集約し、必要に応じて担当課長等の指示により事前確認を実
施する。

、は合場たし明判がとこるあで力勢的会社反が者込申約契済共、は構機　 三　
共済契約を締結しない。この場合、担当課長等は速やかに担当部長等に報
告し、担当部長等名で当該共済契約申込者に対し申込みを拒絶する旨文書
をもって通知する。なお、当該共済契約申込者から収納した掛金があると
きは、当該掛金を返還する。

判がとこるあで力勢的会社反が方手相のそに後結締の約契済共、は構機　 四　
明した場合は、前条第１項の手続に準じて当該共済契約の解除の是非につ
いて判定会議に審議を付議する。審議により共済契約を解除するものと判
定され、機構が共済契約を解除する場合には、担当部長等はあらかじめ関
係する役員及び総務部コンプライアンス統括室に報告する。

該当、ていおに合場たし除解を約契済共りよに定規の号４第項前、は構機　 ２
共済契約を解除した相手方から共済契約申込時の同意又は貸付請求時の同意
を得ているときは、当該相手方が共済契約の解除の時までに納付した掛金は
返還しないことができる。

程規応対てし用利を者三第は又ら自が方手相の約契済共、は定規の項２前　 ３
第６条第１項各号に規定する暴力的な要求等の行為をした場合に準用する。
（一時貸付金貸付契約への適用）

条９ 第 　対応規程第５条及び第６条の規定について、一時貸付金貸付契約への
適用は、次の各号に定めるところによる。

）。ういと」者込申付貸時一「下以（者込申の約契付貸金付貸時一、は構機　 一　
に対して一時貸付金貸付契約の申込みの際に書面による「反社会的勢力を
排除する条項」への同意（以下「一時貸付申込時の同意」という。）を求め
るものとし、同意が得られない場合は一時貸付金貸付契約を締結しない。

有保が構機び及報情の等スーベターデ力勢的会社反めじからあ、は構機　 二　
する情報等を集約し、必要に応じて担当課長等の指示により事前確認を実
施する。

、は合場たし明判がとこるあで力勢的会社反が者込申付貸時一、は構機　 三　
一時貸付金貸付契約を締結しない。この場合、担当課長等は速やかに担当
部長等に報告し、担当部長等名で当該一時貸約申込者に対し申込みを拒絶
する旨文書をもって通知する。

あで力勢的会社反が方手相のそに後結締の約契付貸金付貸時一、は構機　 四　
ることが判明した場合は、第７条第１項の手続に準じて当該一時貸付金貸
付契約の解除の是非について判定会議に審議を付議する。審議により一時
貸付金貸付契約を解除するものと判定され、機構が一時貸付金貸付契約を
解除する場合には、担当部長等はあらかじめ関係する役員及び総務部コン
プライアンス統括室に報告する。

、は合場たし除解を約契付貸金付貸時一りよに定規の号４第項前、は構機　 ２
当該相手方に対するすべての貸付金の残額（利子及び違約金を含む。）につい
て、直ちに全額の弁済を請求する。

、は合場たし除解を約契付貸金付貸時一りよに定規の号４第項１第、は構機　 ３
期限前償還に係る未経過期間に対応した利子に相当する額は返還しない。

し用利を者三第は又ら自が方手相の約契付貸金付貸時一、は定規の項三前　 ４
て対応規程第６条第１項各号に規定する暴力的な要求等の行為をした場合に
準用する。
　附　則　（略）

（申込者記入欄）

□をチェック（　印）


